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摂津市とのごみの広域処理について
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広域連携

事務調整・協議 広域処理

環境衛生センター長寿命化工事、場内整備

専用橋設置工事（摂津市）

２これまでの経緯

(1) 平成26年12月 摂津市から茨木市に、ごみ処理の広域化につい
ての検討を依頼

(2) 平成27年５月 両市の事務担当職員で構成する「広域ごみ処理
連絡調整会議」を設置し、協議を開始

(3) 平成30年12月 「廃棄物の広域処理に関する基本合意書」に調印

(4) 令和元年12月 両市議会において、連携協約の締結に関する協議
について議決。これを踏まえ、「茨木市及び摂津
市における循環型社会の形成に係る連携協約」を
協議により締結（同日、広域連携の効力発生）

(1) 広域処理施設 茨木市環境衛生センター

(2) 処理対象物 両市域で発生した一般廃棄物（し尿を除く）

(3) 連携の形態 地方自治法に規定する「連携協約」と「事務
の委託」との組み合わせ

(4) 費用の負担 ア 施設の整備に要する経費：均等割40％、
人口割60％

イ 廃棄物処分に要する経費：均等割33％、
ごみ量割67％

(5) その他 ア 茨木市環境衛生センターの長寿命化工事に
よる施設整備

イ 摂津市域から処理施設に直接進入するため
の専用橋を設置(摂津市負担)

１ 広域連携の概要 ３ 連携協約の制度について

(1)根拠法令 地方自治法第252条の２

(2) 制度の概要 ア 地方公共団体が他の地方公共団体と連携して事務を処理するに当たっての
基本的な方針及び役割分担を定める制度。

イ 連携協約の締結により地方公共団体は当該連携協約に基づいて分担すべき
役割を果たすために必要な措置をとることが義務づけされる。また、連携
協約に係る紛争がある場合は、自治紛争処理委員による処理方策の提示を
求め、提示を受けることができる。

(3) 制度の特長 法人の設立を要しない仕組みであるため、設立や組織運営の費用が発生しない
簡易な制度でありながら、締結には議会の議決を要件としており、廃棄物処理
費の削減と制度の安定性が両立できる。

４ 広域処理に向けてのスケジュール
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